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傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会開催要綱 

 

 

（開催） 

第１条  総務省消防庁救急企画室及び厚生労働省医政局指導課（以下｢事務局」とい

う。）は、「傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会」(以下「検

討会」という。）を開催する。 

 

（目的） 

第２条 検討会は、消防法の一部を改正する法律(平成２１年法律第３４号)により、

都道府県が傷病者の搬送及び受入れの実施基準を定めるとともに、当該実施基

準に関する協議等を行うための消防機関、医療機関等を構成員とする協議会を

設置することとされたことを踏まえ、当該実施基準及び当該協議会に関する基

本的事項について検討を行うことを目的とする。 

 

（検討会） 

第３条  検討会は、次項に掲げる構成員をもって構成する。 

２ 構成員は、関係各行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者のうちから、 

総務省消防庁長官及び厚生労働省医政局長が委嘱する。 

３ 検討会には、座長を置く。座長は、構成員の互選によって選出する。  

４ 座長は検討会を代表し、会務を総括する。 

５ 座長に事故等ある場合は、座長が指定した構成員がその職務を代行する。 

６ 検討会には、構成員の代理者の出席を認める。 

 

（作業部会） 

第４条 座長は、必要に応じ検討会に作業部会を置くことができる。 

２  作業部会の構成員は、関係各行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者

のうちから、座長が指名する。 

 

（構成員の任期） 

第５条  構成員の任期は、平成２２年３月３１日までとするが延長を妨げないもの

とする。  

 

(庶務） 

第６条 検討会に係る庶務は、事務局が行う｡ 

 

（委任） 

第７条  この要綱に定めるもののほか、検討会の運営その他作業部会に関し必要事

項は、座長が定める。 

 

    附則 

  この要綱は、平成２１年５月２５日から施行する。 
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１ 消防法の改正について 

 

傷病者の搬送及び受入れをより適切かつ円滑に行うため、「消防法の一部

を改正する法律（平成２１年法律第３４号）」が平成２１年５月１日に公布

され、同年１０月３０日に施行されることとなった。 

 

（１）背景 

平成１８年及び平成１９年に奈良県で、平成２０年に東京都で発生した

妊婦の救急搬送事案など、救急搬送において受入医療機関の選定が困難な

事案が全国的に発生し社会問題化したところである。こうした事態を受け

消防庁と厚生労働省が行った、救急搬送における医療機関の受入状況等実

態調査によると、平成２０年において、重症以上の傷病者の救急搬送約４

１万件のうち約１万７千件（約４．１％）の事案で、また、産科・周産期

傷病者の救急搬送約１万６千件のうち約１千件（約６．３％）の事案で、

救急隊が現場に到着してから医療機関の選定を終え現場を出発するまで

に３０分以上を要するなど、傷病者の搬送及び受入れは大変厳しい状況と

なっており、また、選定困難事案が首都圏、近畿圏などの大都市部に多く

見られるなど、地域的な特徴も明らかとなったところである。 

こうした選定困難問題を解決するためには、救急医療に携わる十分な医

師の確保、勤務条件の改善などの構造的な課題を解決しなければならない

ことが指摘されているが、当面の対応として現状の医療資源を前提に消防

機関と医療機関の連携を強化するなどの対策を講じることが必要である。

事実、大都市部においても、傷病者の搬送及び受入れの際に、傷病者の状

況に応じた搬送について関係者間で明確なルールを共有することで、円滑

で質の高い救急搬送及び受入れを行っている地域もあるところである。 

このような状況に加え、近年の医療の進歩とともに、傷病の発生初期に

実施すると効果的な医療技術が発達しているところであり、傷病者の救命

率の向上及び予後の改善等の観点から、救急搬送における病院選定から医

療機関における救急医療の提供までの一連の行為を迅速かつ適切に実施
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することの重要性が増しているところである。 

今回の消防法の改正は、地域における現状の医療資源を前提に、消防機

関と医療機関の連携体制を強化し、受入医療機関の選定困難事案の発生を

なくすとともに、医学的観点から質の高い、傷病者の状況に応じた適切な

搬送及び受入体制を構築することを目指すものである。 

なお、選定困難事案を解決しなければならないということを契機に、今

般の消防法改正が行われたことは事実であるが、仮に、医療資源が充足し

ており、選定困難事案が発生していなかったとしても、傷病者の救命率の

向上等のため、地域の実情を踏まえ傷病者の状況に応じた、より適切な救

急搬送及び受入れを実現していくことは重要な課題である。関係者はこの

ことを十分認識した上で、適切な者に適切に医療資源が配分されるよう、

救急搬送及び受入体制の構築に取り組むことが重要である。 

 

（２）改正の内容 

今回の消防法改正により、各都道府県に、消防機関や医療機関等が参画

する協議会を設置するとともに、救急搬送及び受入れの実施に関するルー

ル（実施基準）を策定することが義務づけられた。 

また、併せて、協議会において実施基準に基づく救急搬送及び受入れの

実施状況を調査・分析し、その結果を実施基準の見直しに反映させること

とされた。 

これは、実施基準を機能させるためには、データに基づいた策定と評価、

見直しが重要であるという認識によるものである。実施基準の策定につい

ては、客観的なデータに基づいて、いわゆるＰＤＣＡサイクル

（plan-do-check-act cycle）を活用し、より質の高い救急搬送及び受入れ

を目指すものであり、消防機関と医療機関がそれぞれ保有する客観的なデ

ータを収集・分析することが極めて重要である。 

特に従来、消防機関が保有する搬送に関する情報と、医療機関が保有す

る救急搬送後の転帰情報等を合わせて分析することが一般には行われて

いないが、傷病者の状況に応じた適切な医療を提供するための実施基準の
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Plan

現状を把握し
実施基準を

策定

Do

実施基準を
実行

Check

実施基準の実
施状況の調査、
分析に基づく

評価

Act

実施基準の
改善・必要な

意見具申

医療機関

協議会

救急搬送・受入れの
調査・分析

実施基準の策定

消防機関

都道府県知事

意見具申

策定とその見直しを行うためには、両者の情報を合わせて分析することが

必要である。 

これらの調査・分析に基づ

き地域の実情を把握し不断

の見直しを行うサイクルを

構築することが重要である。 

また、協議会は、都道府県

知事に対し、傷病者の搬送及

び受入れの実施に関し必要

な事項について意見具申で

きることとされており、例え

ば、協議会での検討の過程で

医療提供体制そのものの充

実強化の必要がある等の認

識が得られた場合は、その旨、都道府県知事に対し、意見を述べることが

出来るとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・搬送に関する

情報等 

・救急搬送後の

転帰情報等 
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さらに、都道府県でどのように救急搬送及び受入れの迅速かつ適切な実

施を図っていくのか、そのルール（実施基準）について、公表することと

されており、都道府県は傷病者の状況に応じた医療機関のリスト等を明ら

かにすることとなる。 

なお、実際に実施基準を運用する際の実務的な情報の公表については、

各都道府県の判断となるが、慎重に対処する必要があるとの指摘がある。

これは、こうした情報の公表の仕方によっては、例えば、手術治療を念頭

に調整している医療機関に、ウォークインでの外来患者が殺到し、その対

応のために、手術対応が困難になるなど、それほど余力がない医療機関で

は、住民の受診行動によって、機能麻痺になってしまう恐れがあるという

懸念によるものである。 

一方で、救急車及び救急医療は、必要な者に適切に配分されるべき、公

共性の高い資源であることについて、住民へ情報発信し啓発に努め、不要

不急での利用を避けるなど、住民への協力を求めていくことが重要である

ことが指摘されている。  
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消防法改正（１）：協議会について

○ 構成メンバー

・ 消防機関の職員

・ 医療機関の管理者又はその指定する医師
（救命救急センター長など）

・ 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者

・ 都道府県の職員

・ 学識経験者等（都道府県が必要と認める者）

○ 役割

・ 傷病者の搬送及び受入れの実施基準に関する
協議

・ 実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの
実施に関する連絡調整（調査・分析など）

協議会

都道府県知事

関係行政機関

意見具申

協力要請

・ 実施基準
・ 搬送・受入れの実施

に関し必要な事項

・ 資料提供
・ 意見表明

都道府県に設置

 

総務大臣
厚生労働大臣

情報提供
等の援助

搬送に当たり、
実施基準を遵守

消防機関

受入れに当たり、
実施基準の尊重に努める

医療機関

都道府県が策定・公表

① 傷病者の状況に応じた適切な医療の提供が行われるよ
う分類された医療機関のリスト

② 消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中から
搬送先医療機関を選定するためのルール

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する
ためのルール

④ 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において
傷病者を受け入れる医療機関を確保するために、消防
機関と医療機関との間で合意を形成するためのルール

等

※都道府県の全区域又は医療提供体制の状況を考慮した区域ごとに定める。

消防法改正（２）：実施基準（ルール）について

・医学的知見
に基づく

・医療計画と
の調和

協議会

基準策定時
に意見聴取

実施基準（ルール）
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消防法（昭和２３年法律第１８６号）（抄） 
 

第７章の２ 救急業務 
 

第３５条の５ 都道府県は、消防機関による救急業務としての傷病者（第２条第９項に規定
する傷病者をいう。以下この章において同じ。）の搬送（以下この章において「傷病者の搬
送」という。）及び医療機関による当該傷病者の受入れ（以下この章において「傷病者の受
入れ」という。）の迅速かつ適切な実施を図るため、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実
施に関する基準（以下この章において「実施基準」という。）を定めなければならない。 

２ 実施基準においては、都道府県の区域又は医療を提供する体制の状況を考慮して都道府
県の区域を分けて定める区域ごとに、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一  傷病者の心身等の状況（以下この項において「傷病者の状況」という。）に応じた適
切な医療の提供が行われることを確保するために医療機関を分類する基準 

二 前号に掲げる基準に基づき分類された医療機関の区分及び当該区分に該当する医療機
関の名称 

三 消防機関が傷病者の状況を確認するための基準 
四 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関を選定するための基準 
五 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関に対し傷病者の状況を伝達するため
の基準 

六 前二号に掲げるもののほか、傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の合
意を形成するための基準その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項 

七 前各号に掲げるもののほか、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関し都道府県
が必要と認める事項 

３  実施基準は、医学的知見に基づき、かつ、医療法 （昭和２３年法律第２０５号）第３
０条の４第１項 に規定する医療計画との調和が保たれるように定められなければならな
い。 

４ 都道府県は、実施基準を定めるときは、あらかじめ、第３５条の８第１項に規定する協
議会の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、実施基準を定めたときは、遅滞なく、その内容を公表しなければならない。 
６ 前３項の規定は、実施基準の変更について準用する。 
 

第３５条の６ 総務大臣及び厚生労働大臣は、都道府県に対し、実施基準の策定又は変更に
関し、必要な情報の提供、助言その他の援助を行うものとする。 

 

第３５条の７ 消防機関は、傷病者の搬送に当たつては、実施基準を遵守しなければならな
い。 

２ 医療機関は、傷病者の受入れに当たつては、実施基準を尊重するよう努めるものとする。 
 

第３５条の８ 都道府県は、実施基準に関する協議並びに実施基準に基づく傷病者の搬送及
び傷病者の受入れの実施に係る連絡調整を行うための協議会（以下この条において「協議
会」という。）を組織するものとする。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。 
一 消防機関の職員 
二 医療機関の管理者又はその指定する医師 
三 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者 
四 都道府県の職員 
五 学識経験者その他の都道府県が必要と認める者 

３ 協議会は、必要があると認めるときは、関係行政機関に対し、資料の提供、意見の表明、
説明その他の協力を求めることができる。 

４ 協議会は、都道府県知事に対し、実施基準並びに傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実
施に関し必要な事項について意見を述べることができる。 
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「医療提供体制の確保に関する基本方針」（厚生労働省告示）

医療計画において明示される救急医療に関する機能

４疾病

がん

脳卒中 救急医療の機能

急性心筋梗塞 救急医療の機能

糖尿病

５事業

救急医療 休日夜間急患センターや２４時間対応する診療所等で初期の救急医療を提供する機能

緊急手術や入院を必要とする救急患者に医療を提供する機能

生命にかかわる重篤な救急患者に救命医療を提供する機能

精神科救急について、輪番制による緊急時における適切な医療及び保護の機会を確保するた
めの機能、重度の症状を呈する精神科急性期患者に対応するための中核的な機能、等。

災害時における医療

へき地の医療

周産期医療 高度な診療を要するリスクの高い分娩を扱う機能

小児医療 在宅当番医制、休日夜間急患センターや２４時間対応する診療所等
初期の小児救急医療を提供する機能

緊急手術や入院を必要とする小児救急患者に医療を提供する機能

生命にかかわる重篤な小児救急患者に救命医療を提供する機能

 

医療計画における救急医療提供体制

三次救急
医療機関
(救命救急医療)

二次救急
医療機関

初期救急
医療機関

緊急性・専門性の高い脳卒中、急性心筋梗塞等や、重症外傷等の複
数の診療科領域にわたる疾病等、幅広い疾患に対応して、高度な専
門的医療を総合的に実施。
その他の医療機関では対応できない重篤患者への医療を担当し、地
域の救急患者を最終的に受け入れる役割を果たす。

地域で発生する救急患者への初期診療と応急処置を行い、必要に応
じて入院治療を行う。医療機関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等
に対する医療等、自施設で対応可能な範囲において高度な専門的診
療を担う。また、自施設では対応困難な救急患者については、必要な
救命処置を行った後、速やかに、救命救急医療を担う医療機関等へ
紹介する。

主に、独歩で来院する軽度の救急患者への夜間及び休日における外
来診療を行う。

参考：「疾病又は事業ごとの医療体制について」(厚生労働省医政局指導課長通知)

重症及び複数の
診療科領域にわたる

全ての重篤な救急患者

入院治療を必要とする
重症の救急患者

比較的軽症の
救急患者

傷
病
者
発
生

 



8 

 

２ 傷病者の搬送及び受入れの実施基準について 

 

  都道府県は、消防機関や医療機関等が参画する協議会における協議を経て、

消防法第３５条の５第２項各号に規定する傷病者の搬送及び受入れの実施

基準を策定していくこととなる。 

当該実施基準の策定は、現状の医療資源等を活用し、傷病者の搬送及び受

入れをどのように行っていくべきか、消防機関及び医療機関等が共通の認識

の下で、当該都道府県における対応方策を決定していくことを意味するもの

である。 

従来、救急隊は、傷病者を観察し、適当な診療科に当てはめることにより

受入医療機関を選定してきたが、救急隊がエックス線撮影やエコ－検査、血

液検査等を現場で実施できるわけではないことを念頭におくと、診療科に応

じて傷病者を当てはめるのではなく、傷病者の症状等に応じて対応出来る医

療機関をあらかじめ整理しておくことが、適切な傷病者の搬送及び受入れを

実施していく上で重要である。そのため、消防法では、各都道府県において、

傷病者の症状等を分類基準として策定し、その症状等に応じた医療機関を明

らかにしていくこととされており、その上で、当該医療機関に傷病者が適切

に搬送されるよう、救急隊の観察や伝達の基準について定めることとなって

いる。 

また、これらの基準に基づき、受入医療機関が速やかに決まることが望ま

れるが、一方で、受入医療機関の選定に時間を要し、医療機関への照会回数

が多くなる事案も起こっており、こうした事態にも対応する必要があること

から、受入医療機関が速やかに決まらない場合の医療機関の確保方策につい

ても、関係者間で協議し、都道府県が実施基準として策定することとなって

いる（参考（第１号～第７号の実施基準に関するもの）参照 ）。 
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以下、消防法第３５条の５第２項各号について整理する。 

 

 

 

 

 

１ 総論 

第１号の基準（分類基準）は、傷病者の状況に応じた適切な医療の提供を

行うために、医療機関を分類する基準を定めるものである。 

  救急搬送は、その症状が著しく悪化するおそれがあり、又はその生命が危

険な状態にある傷病者等を搬送するものであることから、分類基準は、当該

傷病者の生命の危機の回避や後遺症の軽減などが図られるよう定められる

必要があり、優先度の高い順に緊急性、専門性、特殊性の３つの観点から策

定される必要がある。 

 

（１）緊急性 

生命に影響を及ぼすような、緊急性が高い傷病に対応するもの。 

 

（２）専門性 

専門性が高いもの。 

 

（３）特殊性 

搬送に時間を要している傷病等、特殊な対応が必要なもの。 

 

  

第１号（分類基準） 

傷病者の心身等の状況に応じた適切な医療の提供が行われることを確

保するために医療機関を分類する基準 
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傷
病
者
の
観
察

重
篤

（
バ
イ
タ
ル
サ
イ
ン
等
に
よ
る
）

○ 専門性

脳卒中疑い

心筋梗塞
（急性冠症候群）疑い

外傷

○ 特殊性

小児

妊産婦

・・・

背景疾患

・・・

救命救急センター等

NO

YES

NO

YES

重症度・緊急度が高い
脳疾患に対応できる
救命救急センター、
二次救急医療機関等

初期救急医療機関

入
院
が
必
要
と

考
え
ら
れ
る
も
の

二次救急医療機関YES

NO

重
症
度
・緊
急
度

【
高
】・・・

○ 緊急性

 

 

  なお、各地域で救急搬送について何が問題となっているかを協議会として

認識し、その認識に基づきどの症状について分類基準として策定するか協議

会で決定することが重要である。 

そのためには、消防法第３５条の８に規定する協議会の役割である「実施

基準に係る連絡調整」の一環として、救急搬送及び受入れの状況について調

査・分析を行い、その調査・分析結果に応じて分類基準を策定することが考

えられる。 

 

 

  

優先度

生命に影響を及
ぼすような緊急
性が高いもの

緊急性

専門性が高いも
の

専門性

特殊な対応が必
要なもの

特殊性
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２ 具体的内容 

 以下、各項目について具体的な内容を例示するが、例示した事項はあくま

で各地域で分類基準を策定する際の参考例となるものである。したがって、

どの事項を採用するかは地域の実情に応じて決定されるべきものであり、全

ての事項に従って分類基準を策定しなければならないというものではない。 

 

（１）緊急性 

生命に影響を及ぼすような、緊急性が高い傷病に対するもの。 

 

（ア） 重 篤  

   特に重症度・緊急度が高く、生命への影響が極めて大きいもの。緊

急的に対応できる体制を構築しておくため、分類基準を策定すること

が適当であると考えられる。医療資源を特に投入できる救命救急セン

ター等の医療機関に、直ちに搬送する必要がある傷病者の症状等が想

定される。 

 

  ・ 重篤感あり 

  ・ 心肺機能停止 

  ・ 容体の急速な悪化・変動 
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（イ）症状・病態等によって重症度・緊急度「高」となるもの 

症状・病態等によって、重症度・緊急度が高いと考えられるもの。

救命救急センターまたは、傷病者の症状等によって、専門性が高い

二次救急医療機関で対応することについて、調整し体制を構築して

おく必要があるため、分類基準を策定することが適当であると考え

られる。 

生命に直結する 脳卒中 や 心筋梗塞（急性冠症候群） が疑われ

る場合や、重症度・緊急度が高い 外傷 、 熱傷 、 中毒 、 

 腹痛（急性腹症） などが想定される。 

こうした重症度・緊急度が高い症状を呈する傷病者については、

傷病者の搬送及び受入れが比較的うまくいっている地域においても、

実際にどのように実施しているのか関係者間で改めて確認し共通認

識を持つことが重要であると考えられる（参考（分類基準に関する

もの）参照）。 

参考文献として、平成１６年３月に「救急搬送における重症度・

緊急度判断基準作成委員会報告書」（（財）救急振興財団 委員長：

島崎修次杏林大学教授）が報告されている。 

（http://www.fasd.or.jp/tyousa/hanso01.pdf） 

 

 

（２）専門性 

専門性が高いもの。 

 

    ①  重症度・緊急度が高い妊産婦  

重症度・緊急度が高い妊産婦では、妊婦及び胎児の両者に対応す

る必要があり、また、妊産婦特有の傷病を念頭に置く必要があるこ

とから、分類基準を策定することが適当であると考えられる。 

ただし、妊産婦における脳卒中疑い等、緊急性が高い場合は、む

しろ緊急性の観点から対応すべきであること等について、関係者間

http://www.fasd.or.jp/tyousa/hanso01.pdf�
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で認識を共有し、分類基準を策定することが適当である。 

 

②  重症度・緊急度が高い小児  

重症度・緊急度が高い小児では、病状が急変する可能性が高いこ

とを念頭に対応する必要があり、小児特有の傷病を念頭に置く必要

があることから、分類基準を策定することが適当であると考えられ

る。 

ただし、小児における手術の可能性がある腹痛等、緊急性が高い

場合は、むしろ緊急性の観点から対応すべきであること等について、

関係者間で認識を共有し、分類基準を策定することが適当である。 

 

   ③ その他、地域において医療資源の確保が困難なもの等を勘案し、以

下のような分類基準を策定することが考えられる。 

    ・ 開放骨折 

    ・ 四肢断裂 

    ・ 眼疾患 

    ・ 鼻出血 

    等 

 

 

（３）特殊性 

搬送に時間を要している傷病への対応等、特殊な対応が必要なもの。    

 

○ 搬送先の選定が困難になるものとして、傷病者背景に 

   ・ 透析 

   ・ 精神疾患 

 ・ 急性アルコール中毒 

・ 未受診の妊婦 

等があるものが指摘されているが、これらの項目等について、実際に何
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※１人の傷病者で複数の背景がある場合は、それぞれの背景に計上

参考：医療機関に受入の照会を行った回数ごとの件数（傷病者背景あり）

１回 ２～３回 ４～５回 ６～１０回 １１回以上 計 ４回以上 ６回以上 １１回以上 最大回数

件数（ａ） 6,628 2,003 488 231 60 9,410 779 291 60
割合 70.4% 21.3% 5.2% 2.5% 0.6% 100% 8.3% 3.1% 0.6%

件数（ｂ） 225 202 94 86 40 647 220 126 40
割合 34.8% 31.2% 14.5% 13.3% 6.2% 100% 34.0% 19.5% 6.2%
ｂ／ａ 3.4% 10.1% 19.3% 37.2% 66.7%
件数 2 3 1 2 8 3 3 2
割合 25.0% 37.5% 12.5% 25.0% 100% 37.5% 37.5% 25.0%
件数 3 5 2 2 2 14 6 4 2
割合 21.4% 35.7% 14.3% 14.3% 14.3% 100% 42.9% 28.6% 14.3%
件数 52 47 29 18 9 155 56 27 9
割合 33.5% 30.3% 18.7% 11.6% 5.8% 100% 36.1% 17.4% 5.8%
件数 39 55 26 25 7 152 58 32 7
割合 25.7% 36.2% 17.1% 16.4% 4.6% 100% 38.2% 21.1% 4.6%
件数 6 9 6 7 2 30 15 9 2
割合 20.0% 30.0% 20.0% 23.3% 6.7% 100% 50.0% 30.0% 6.7%
件数 4 3 7
割合 57.1% 42.9% 100%
件数
割合
件数 1 1 1 1 4 2 2 1
割合 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 100% 50.0% 50.0% 25.0%
件数 8 3 3 4 18 7 4
割合 44.4% 16.7% 16.7% 22.2% 100% 38.9% 22.2%
件数 32 21 6 2 4 65 12 6 4
割合 49.2% 32.3% 9.2% 3.1% 6.2% 100% 18.5% 9.2% 6.2%
件数 35 12 5 4 5 61 14 9 5
割合 57.4% 19.7% 8.2% 6.6% 8.2% 100% 23.0% 14.8% 8.2%
件数 2 7 1 5 3 18 9 8 3
割合 11.1% 38.9% 5.6% 27.8% 16.7% 100% 50.0% 44.4% 16.7%
件数 7 6 1 14 1
割合 50.0% 42.9% 7.1% 100% 7.1%
件数 10 5 5 3 23 8 3
割合 43.5% 21.7% 21.7% 13.0% 100% 34.8% 13.0%
件数 1 2 2 3 1 9 6 4 1
割合 11.1% 22.2% 22.2% 33.3% 11.1% 100% 66.7% 44.4% 11.1%
件数 23 23 8 11 4 69 23 15 4
割合 33.3% 33.3% 11.6% 15.9% 5.8% 100% 33.3% 21.7% 5.8%

13

13

7

16

25

17

5

20

16

2

13

8

25

25

15

24

ＣＰＡ

急性アルコール中毒

薬物中毒

過去に問題の傷病者

全数

17

ほとんど未受診

全く未受診

透析

認知症

要介護者

傷病者背景

結核

感染症（結核除く）

精神疾患

吐血

開放骨折

複数科目

妊婦

定期健診

※ 救急隊が伝達した傷病者背景に対し、医療機関が受入困難理由と して明確に回答した件数を計上（４５７件）しており、
１事案において複数の医療機関が傷病者背景を受入困難理由として明確に回答した場合は、延べ数として集計している。

消防庁平成２０年救急搬送における医療機関の受入状況等詳細調査（東京消防庁管内１２月１６日～２２日）
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未
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診

救急隊からの情報に対して医療機関から

受入困難理由として明確な回答があった内容

妊婦

が問題となっているかは地域によって異なっており、何を分類基準として

策定するかは、各地域の調査・分析等に基づき設定することとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



15 

 

（４）備考 

   分類基準については、緊急性、専門性、特殊性の３つの観点を参考に整

理し設定していくこととなるが、一例として、堺市においては、生理学的

評価、循環器疾患、脳血管障害、消化管出血、急性腹症、外傷・熱傷等に

ついて分類基準が定められている（参考（分類基準に関するもの）参照）。 

 

妊産婦、小児、精神疾患への対応については、それぞれ、厚生労働省で

別途検討されている、「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談

会報告書」、「重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会中間取りまと

め」、「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会報告書」を参考

に体制を構築していくことが考えられる（参考（分類基準に関するもの）

参照）。 
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参考（分類基準に関するもの） 

 

 分類基準を考えるに当たっての参考例を以下に示す。 

例示した事項はあくまで各地域で分類基準を策定する際の参考例となる

ものである。したがって、どの事項を採用するかは地域の実情に応じて決定

されるべきものであり、全ての事項について分類基準を策定しなければなら

ないというものではない。 

 

①  脳卒中疑い  

・ 脳卒中については、治療が開始されるまでの時間が、予後に大きく

影響を及ぼすため。 

・ さらに、脳梗塞について、迅速に治療を開始するために、医療資源

の状況に応じてｔ－ＰＡ適応疑い を分類することも考えられる。 

 

②  心筋梗塞（急性冠症候群）疑い  

・ 心筋の虚血があった場合には、再灌流療法を始めとした治療が開始

されるまでの時間が、予後に大きく影響を及ぼすため。 

・ 特徴的な胸痛はないが、心電図所見や不快感等その他の症状により

心筋梗塞（急性冠症候群）が疑われる場合があることから、 重症度・

緊急度が高い胸痛 に含めることは適当ではないとの考え方もある。 

 

③  重症度・緊急度が高い胸痛  

・ 心筋梗塞（急性冠症候群）を疑う主な症状の一つとして胸痛がある

が、必ずしも心筋梗塞（急性冠症候群）を疑う典型的な所見がない胸

痛もあり、その中には大動脈解離等、緊急性の高い傷病が含まれるた

め。 

・ 胸痛と共に強烈な痛み、背部の激痛がある場合等。 
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④  重症度・緊急度が高い外傷   

・ 高エネルギー外傷等、受傷機転（車が高度に損傷、車から放出され

ている場合等）から重症化を予測し、適切な医療を提供する必要があ

るため。 

 

⑤  重症度・緊急度が高い熱傷   

・ 熱傷の重症度判定基準（Ａｒｔｚの分類）等による、重症度が高い

傷病者については特に、適切な医療を提供する必要があるため。 

・ 以下の状況等。 

・ Ⅱ度 30%以上 

・ Ⅲ度 10%以上、もしくは顔面･手足･陰部のⅢ度熱傷 

・ 気道熱傷、広範囲の軟部組織の外傷、骨折の合併 

・ 化学熱傷、電撃傷  

 

⑥  重症度・緊急度が高い中毒   

・ 発生状況から明らかに誤飲・誤食等が疑われる場合だけでなく、原

因がよく分からない意識障害の場合等、急性中毒を疑って、適切な医

療を提供する必要があるため。 

・ 毒物、医薬品、農薬、麻薬等を摂取した疑いがある場合、何を飲ん

だか不明である場合、集団で発生している場合等。 

 

⑦  痙攣  

⑧  喘息  

・ 傷病者の生命の危機に関連する可能性があるため。 

・ 重積発作がある場合等。 

・ 意識障害や呼吸困難の分類基準を策定し、その中で対応するという

考え方もある。ただし、意識障害や呼吸困難について分類基準を策定

し、広く特定の医療機関で受け入れるという考え方がある一方で、意

識障害や呼吸困難については、様々な要因により起こる症状であるこ
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外傷 熱傷 中毒
意識
障害

胸痛
呼吸
困難

消化管
出血

腹痛 周産期 乳幼児

生理学
的評価

意 識： ＪＣＳ１００以上
呼 吸： １０回/分未満又は３０回/分以上、 呼吸音の左右差、 異常呼吸
脈 拍： １２０回/分以上又は５０回/分未満
血 圧： 収縮期血圧９０mmHg未満又は２００mmHg以上
ＳｐＯ２： ９０％未満、
その他：ショック症状 等
※上記のいずれかが認められる場合

意識、呼吸、
脈拍、血圧、
SpO2等につ

いて新生児、
乳児、幼児に
分けて基準
を設定

症状等 －

・気道熱傷

・他の外傷合
併の熱傷
・化学熱傷
・電撃傷

等

・毒物摂取
・農薬等
・有毒ガス
・覚醒剤、

麻薬
等

・進行性の
意識障害
・重積痙攣
・頭痛、嘔吐

等

・チアノーゼ
・20分以上

の胸部痛、
絞扼痛
・血圧左右差

等

・チアノーゼ
・起坐呼吸
・著明な喘鳴
・努力呼吸
・喀血

等

・肝硬変
・高度脱水
・腹壁緊張
・高度貧血
・頻回の嘔吐

等

・腹壁緊張
・高度脱水
・ 吐血、下血
・高度貧血

・妊娠の可能
性 等

・大量の性器
出血
・腹部激痛
・呼吸困難
・チアノーゼ
・痙攣 等

・出血傾向
・脱水症状
・重度の黄疸
・痙攣持続

・ぐったり・う
つろ 等

解剖学
的評価

・顔面骨折
・胸郭の動揺
・穿通性外傷
・四肢切断 等

－ － － － － － － － －

受傷
機転

・車外へ放出
・車の横転
・高所墜落

・機械器具によ
る巻き込み 等

－ － － － － － － － －

救急搬送における重症度・緊急度判断基準作成委員会報告書
（平成１６年３月（財）救急振興財団 委員長：島崎修次杏林大学教授）

※ 救急隊員が活用しやすいよう、心疾患や脳血管障害等の疾患別ではなく、症状を中心に１０種類の重症度・
緊急度判断基準を作成。

報告書を基に消防庁で作成した概要

とから、特に、他の症状等とあわせて総合的に判断すべきであり、 脳

卒中疑い や 心筋梗塞（急性冠症候群）疑い 等、その他の分類基準

の中で対応すべきとの考え方もある。 

 

⑨  消化管出血   

・ 消化管出血（吐血・下血と血便）については、急変する場合も念

頭に、緊急内視鏡検査の対応が必要となる場合があるため。 

・ 大量の出血、肝硬変の既往がある場合等。 

    

⑩  重症度・緊急度が高い腹痛（急性腹症）  

・ 緊急手術が必要となる可能性があるため。 

・ 腹壁緊張がある場合等 

   

 

 

○ 参考：救急搬送における重症度・緊急度判断基準作成委員会報告書  
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以下、実際に傷病者の搬送及び受入れの実施基準を定め運用している堺

市域二次医療圏(拡大メディカルコントロール協議会（仮称））の例を示す。 
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厚生労働省：周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書 

～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けて～ 

（平成２１年３月４日 ） 

 

＜概要＞ 

◆ 救急患者搬送体制の整備 

  ・ 救急患者の病態に応じた搬送・受入基準を作成 

  ・ 重症患者に対応する医療機関を定め、地域の実情に応じた受入迅速化、円

滑化の方策を検討・実施 

  ・ 県境を越えた医療機関との救急搬送ネットワークを構築 

 ◆ 搬送コーディネーター配置等による救急医療情報システムの整備 

  ・ 情報通信技術の活用等により周産期救急情報システムを改良 

  ・ 搬送コーディネーターを地域の中核医療機関又は情報センター等に配置 

 ◆ 地域住民の理解と協力の確保 

  ・ 地域住民への情報公開 

  ・ 地域住民の啓発活動 

    住民主催の勉強会の開催など地域住民による主体的な取り組みを支援し、

住民とともに地域の周産期医療を守っていくことが重要。 

 ◆ 対策の効果の検証と改良サイクルの構築 

  ・ 搬送先決定までの時間等のデータを収集し、地域ごとの実績を定期的に公

表 

  ・ 周産期救急医療を救急医療対策の中に位置づけるよう、医療計画に関する

基本方針を改正 

 

＜本文＞ 

４ 救急患者搬送体制の整備  

（１）母体搬送体制  

母体搬送には、妊産婦救急のための搬送と胎児及び出生後の新生児の治療の

ための搬送がある。特に母体救命救急に対しては、病態に応じた搬送体制の整

備が急がれ、以下の対応が求められる。  

・ 専門家が医学的見地から十分に検討した上で、救急患者の病態に応じた搬

送基準を作成

・ 周産期母子医療センターは、上記の基準に照らして

する。同時に施設間転送と救急隊による直接搬送それぞれにつ

いての手順を定める。  

救急患者の病態に応じ

た受入基準を作成

・ 周産期母子医療センターは、自院の体制を踏まえ、救急患者の受入れが円

滑にできるよう関連診療科と綿密に協議し、連携を図る。  

するとともに、対応可能な病態を公表する。  
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・ 脳神経外科等の関連診療科を有しない周産期母子医療センターについては、

近隣の救命救急センター等といつでも連携できる体制を整える。  

・ 都道府県は、周産期医療協議会、救急医療対策協議会やメディカルコント

ロール協議会といった医療関係者や消防関係者が集まる協議会等を活用し、

周産期に関連する救急患者の受入先の選定、調整及び情報提供のあり方等を

検討する。消防機関の搬送と病院前救護の質向上のためには、メディカルコ

ントロール体制の確保が重要であり、メディカルコントロール協議会に周産

期医療関係者も参画するなど、メディカルコントロール協議会においては周

産期医療との連携に十分配慮する。  

・ 都道府県は、救急患者の搬送及び受入基準の運用にあたり、必要に応じて、

重症患者に対応する医療機関を定める等、地域の実情に応じた受入の迅速化、

円滑化の方策を検討し、実施する

（２）新生児搬送体制  

とともに、そのために必要な医療機関に対

する支援策を行う。  

ＮＩＣＵのない施設や自宅で出生に至った低出生体重児などを搬送する新

生児搬送体制についても整備を強化する。また、新生児の迎え搬送、三角搬送、

戻り搬送などを担う医師等の活動を適正に評価する。都道府県が主体となって

新生児搬送や母体搬送に対応できるドクターカーを備え、併せて運転手、搬送

担当医師及び看護師を確保する。その場合、ドクターカーの設置施設及び搬送

の具体的な運用等については都道府県の周産期医療協議会で検討する。  

（３）広域搬送体制  

地域の必要性に応じて、県境を越えた医療機関及び救急隊との救急搬送ネッ

トワークを構築する。  

関係する都道府県及び周産期母子医療センター、周産期救急情報システムの

役割については周産期医療対策事業の見直しの中で、明確にする。  

広域搬送に際しては、救急医療用ヘリコプターや消防防災ヘリコプター等を

活用した搬送体制を検討する。更に、県境を越えた搬送症例においては、家族

の利便性の観点から、また母親が児に接する機会を増加させる意味でも戻り搬

送の必要性は高く、これに対する体制整備を推進する。  

（４）戻り搬送  

総合周産期母子医療センターが受け入れた妊産婦及び新生児を、状態が改善

し搬送元医療機関での受入が可能になった時に、搬送元医療機関等に搬送する

体制（戻り搬送）を促進する。この時、病院及び家族の経済的負担を軽減する

ための対策等も検討する。 

 

 

 http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/03/s0305-7.html  
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１ 小児救急患者の搬送と受入体制の整備について  

  小児科医を構成員に含む協議会を都道府県に設置して、小児救急患者の搬

送及び受入れの実施基準を定める必要がある。その実施基準の中で、消防

機関が小児救急患者の緊急度や状況を確認するための基準を策定する必要

がある。  

  小児救急患者の受入体制について、医療計画の中に明示し、住民にわかり

やすく伝える必要がある。  

２ 小児の救命救急医療を担う救命救急センターの整備について  

  救命救急センターの実施要綱における小児救急専門病床の要件について

は、本検討会での議論に基づいた見直しが必要である。  

  また、小児の救命救急医療を担う救命救急センターにおける医療の質の確

保や実績の評価については、今後関連する情報を集め、専門家による検討

が必要となるとともに、そのような機能や評価に応じた適切な支援が求め

られる。  

３ 小児の救命救急医療を担う小児専門病院・中核病院等の整備について  

  小児の救命救急医療を担う小児専門病院・中核病院等については、従来の救命

救急センターの小児救命救急部門と同等の機能を有する「小児救命救急センター

（仮称）」として、必要な支援を行っていく必要がある。  

４ 小児集中治療室の整備について  

  小児集中治療室については、財政的支援が充分でないことを一因として整備が

進んでいない状況にあり、今後は、整備を推進するための支援の充実が必要であ

る。  

 今後は、小児の救命救急医療体制の中で集中治療室が受け皿として普及すること

が求められており、そのためには、小児の集中治療を担う医師の確保・養成が必要

である。また、小児集中治療室に必要とされる小児科医、麻酔科医や専門とする看

護師の要件等について、前出の「小児集中治療室設置のための指針」を参考に、質

の確保と量の拡充の視点から、更なる研究を行う必要がある。さらに、各地域にお

いて、小児集中治療室を整備する医療機関や必要な病床規模について、地域の実情

に応じて実現に向けた検討をしていく必要がある。 

 

 http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/07/s0708-3.html 

  

厚生労働省：重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会 

中間取りまとめ（平成２１年７月８日 ） 
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(3) 改革の具体像 

①地域生活を支える医療機能の充実・強化 

ア 精神科救急医療体制の確保 

○ 地域の実情を踏まえつつどの地域でも適切な精神医療を受けられる体制の

確保を図る観点から、都道府県による精神科救急医療体制の確保等について、

制度上位置付けるべきである。 

○ 精神科救急医療システムの基礎的な機能について、都道府県等がモニタリン

グを行い、適切にシステムを運用できるよう、国が指標を設定し評価を行う

とともに、都道府県等が基礎的な機能を超えた優れたシステムを構築する際

にも、財政的な支援の充実を図るべきである。 

○ 精神科救急情報センターが、精神科救急と一般救急との連携・調整や、精神・

身体合併症患者の紹介の機能を果たすよう、機能強化及び医療関係者への周

知を図るべきである。 

○ 都道府県において救急患者の搬送・受入ルールを策定することとする消防法

の改正（平成 21年）が行われたことを踏まえ、当該ルールにおいて、精神・

身体合併症患者も対象とするよう促すことについて検討すべきである。 

○ さらに、一般病床における身体合併症患者の診療体制を確保する観点から、

精神疾患と急性期の身体疾患を併せ持つ患者に対する精神科リエゾン診療の

充実について検討すべきである。（再掲） 

また、一般救急医療機関に搬送された重篤な身体合併症を有する精神疾患

患者への診療体制を確保する観点から、救命救急センター等における精神医

療の確保や、救命救急センター等から他の総合病院等の精神科医療機関への

転院の円滑化のための方策についても検討すべきである。 

イ 精神科医療施設の精神科救急医療体制における機能 

○ 再診や比較的軽症の外来患者への対応など、一次的な救急医療について、診

療所を含めた地域の精神科医療施設が自ら役割を担うとともに、情報窓口の

整備・周知等を図り、夜間休日を含めた精神医療へのアクセスの確保を図る

べきである。 

○ 常時対応型施設については、救命救急センターを参考に、施設の機能評価を

行い、機能の向上を図るべきである。そのための指標の作成を進めるべきで

ある。 

○ 総合病院精神科における精神病床の確保とともに、その機能の充実を図るた

めの方策について検討すべきである。（再掲） 

 

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/09/s0924-2.html  

厚生労働省：今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会「精神保

健医療福祉の更なる改革に向けて」（平成２１年９月２４日 ） 
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傷病者の状況 医療機関のリスト

緊
急
性

重篤（バイタルサイン等による） Ａ救命救急センター、Ｂ救命救急センター

重
症
度
・緊
急
度
【高
】

脳卒中
疑い

t-PA適応疑い Ｂ救命救急センター、Ｄ病院

その他 Ｃ病院、Ｅ病院

心筋梗塞（急性冠症候群）疑い Ａ救命救急センター、Ｅ病院

胸痛 Ａ救命救急センター、Ｂ救命救急センター、Ｄ病院

外傷
多発外傷 Ａ救命救急センター、Ｂ救命救急センター

その他 Ｃ病院

・・・ ・・・

専
門
性

妊産婦 Ｂ救命救急センター、Ｆ病院、Ｇ病院

小児 Ｂ救命救急センター、Ｊセンター、Ｋ病院

・・・ ・・・

特
殊
性

開放骨折 Ａ救命救急センター、Ｂ救命救急センター、Ｆ病院

四肢断裂 Ｂ救命救急センター

・・・ ・・・

    

 

 

 

 第２号の基準（医療機関リスト）は分類基準に基づき分類された医療機関の

区分ごとに、当該区分に該当する医療機関の名称を具体的に記載するものであ

る。 

 表示の仕方は任意であるが一般に理解しやすい表示方法の例を以下に示す。 

 なお、都道府県は、各分類基準について、対応可能な医療機関を調整してい

くこととなるが、どの程度の地域ごとに、対応可能な医療機関を調整していく

かは、分類基準によって異なり、例えば、重症度・緊急度が高い妊産婦につい

て、より広域で医療機関の調整を行うことも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記の基準は例示であり、分類基準をどう策定するかは地域の実情に応

じて決定されるものである。  

第２号（医療機関リスト） 

分類基準に基づき分類された医療機関の区分及び当該区分に該当する

医療機関の名称  
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○ 参考：東京都における脳卒中の例 

  



27 

 

 

 

第３号の基準（観察基準）は、救急隊が傷病者の症状等（状況）を観察（確

認）するためのものである。この基準は、受入医療機関を選定するために、

傷病者の状況を正確に把握するためのものであり、特に、第１号の分類基準

のどの分類に該当するか判断するための材料を、正確に観察することを定め

るものである。 

例えば、脳卒中疑いについては、一般に救急車を呼ぶべきと啓発されてい

る内容から、シンシナティ病院前脳卒中スケール、さらには倉敷プレホスピ

タル脳卒中スケールといった観察基準がある。これらのうちどの基準を用い

るかは、地域の医療資源の状況等によるものであり、第１号の分類基準によ

る分類による。 

ｔ－ＰＡ療法を活用する場合、 

① 脳卒中が疑わしいものを全てｔ－ＰＡ実施可能な医療機関に集める 

② 脳卒中が疑われる中でも特にｔ－ＰＡ適応の疑いがあるものを救急隊

で絞り込んでｔ－ＰＡ実施可能な医療機関に搬送する 

③ 脳卒中が疑われた場合には一旦、診断可能な医療機関に搬送し、必要に

応じてｔ－ＰＡ実施可能な医療機関に転院搬送する、 

等、種々の対応方策が考えられるが、どういった対応方策で実施するか協議

した上で、観察基準が決定されることとなる。 

心筋梗塞（急性冠症候群）疑いについても同様であり、心筋梗塞（急性冠

症候群）が疑われる症状等は、いくつかあるが、例えば堺市の場合では、循

環器疾患という形でまとめ、まずは「４０歳以上」を前提とし「２０分以上

の持続する胸痛」、「肩、下顎（歯）、上腹部、背部の激痛」、「心臓病＋胸部

不快感」、「心電図モニターでのＳＴ上昇」を基準として採用し、メディカル

コントロール協議会が示す別の基準を付け加えるという形で整理を行って

いる（参考（分類基準に関するもの）参照）。 

第３号（観察基準） 

消防機関が傷病者の状況を確認するための基準 
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なお、傷病者の観察は、観察基準に策定されているものだけ行えばいいと

いうものではなく、観察基準に基づく観察のほか、傷病者の状況に関する総

合的な観察が必要である。 

 

また、救急業務に関しては、活動要領等を策定し一定の基準に基づき実施

している消防本部もあるが、傷病者の搬送及び受入れに関する実施基準を機

能させるために、協議会での検討結果を踏まえて、こうした活動要領等につ

いて適宜見直し、整合性を図っていくことが重要である。 
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参考（観察基準に関するもの） 

 

  脳卒中疑い  

・ 突然に以下いずれかの症状が発症した場合等 

   

 

 

 

 

 

社団法人日本脳卒中協会ＨＰより一部改変 

 

・ シンシナティ病院前脳卒中スケール 

（ＣＰＳＳ： Cincinnati Prehospital Stroke Scale） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 片方の手足・顔半分の麻痺・しびれ（手足のみ、顔のみの場合あり） 

・ ロレツが回らない、言葉が出ない、他人の言うことが理解できない  

・ 力はあるのに、立てない、歩けない、フラフラする 
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・ 倉敷プレホスピタル脳卒中スケール 

（ＫＰＳＳ：Kurashiki Prehospital Stroke Scale） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
脳卒中病院前救護ガイドライン（脳卒中病院前救護ガイドライン  

検討委員会（日本救急医学会・日本神経救急学会）） 

※ NIHSS（national institute of health stroke scale）における 

病院前部分の簡易版 
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  心筋梗塞（急性冠症候群）疑い  

・ ２０分以上の胸部痛、絞扼痛 

・ 心電図上のＳＴ-Ｔ変化、持続性の心室頻拍 

  ・ 放散痛（肩、腕、頚部、背中） 

  ・ 随伴症状（チアノーゼ、冷感、嘔気・嘔吐、呼吸困難） 

  ・ 既往歴（狭心症（ニトロ服用）、心筋梗塞、糖尿病、高血圧） 

等 

 

○ 確認の実効性を高める工夫について 

特に重要な事項等について、観察カードの策定や活動記録票等を工夫し、

関係者間で共通認識を図ることが、確認の実効性を高める上で有効である。 

 

・ 参考：東京消防庁観察カード 
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第４号の基準（選定基準）は、救急隊が、傷病者の観察に基づき医療機関リ

ストの中から搬送すべき医療機関を選定するための基準である。 

搬送先の選定には、傷病者の観察の結果、医療機関リストのうち当該傷病者

に適した区分に属する医療機関の中から最も搬送時間が短いものを選定する

ことが基本であるが、当該医療機関の受入可否状況や搬送すべき傷病者の、か

かりつけ医療機関の有無等を考慮し、総合的に判断することが必要であり、あ

らかじめルール化できるものを基準として定めておくことが考えられる。 

こうした選定基準について、観察基準と同様、観察カードの策定や活動記録

票等を工夫し、関係者間で共通認識を図ることが、選定の実効性を高める上で

有効である（参考（観察基準に関するもの）「○ 確認の実効性を高める工夫

について」参照）。 

 

  

第４号（選定基準）  

消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関を選定するための基

準 
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第５号の基準（伝達基準）は、救急隊が、搬送先として選定した医療機関に

対して、傷病者の状況を伝達するための基準を定めるものである。 

分類に当てはまる症状、選定の根拠となる症状等、搬送先医療機関を選定す

る判断材料となった事項について優先して伝達する。 

なお、傷病者の伝達は、伝達基準に定められたものだけ伝達すればいいとい

うものではなく、基本的に総合的に系統だった伝達が必要である。 

  

第５号（伝達基準） 

消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関に対し傷病者の状況

を伝達するための基準  
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第６号（受入医療機関確保基準）  

傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の合意を形成する

ための基準その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項 

 

 

 

 

 

第６号の基準（受入医療機関確保基準）は、傷病者の受入れに関する消防機

関と医療機関との間の合意を形成するための基準及びその他傷病者の受入れ

を行う医療機関の確保に資する事項についての基準を策定するものである。 

 

（１）傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の合意を形成するた

めの基準 

 

  ○ 第５号までの基準に従って、傷病者の搬送及び受入れの実施を試みて

もなお、傷病者の受入れに時間がかかるケースが発生することが考えら

れる。そのような場合に傷病者を速やかに受入れるため、消防機関と医

療機関の間で合意を形成する等のルールを設定しておく必要がある。 

 

   ① 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合の設定 

・ 当該ルールを適用すべき場合について、照会回数＿回以上、現場

滞在時間（or医療機関の選定に要している時間）＿分以上等を設定 

 

   ② 受入医療機関を確保する方法の設定例（次頁参照） 

・ コーディネーターによる調整 

    ・ 基幹病院による一時受入れ 

    ・ 機能別に最終的な受入医療機関をあらかじめ設定 
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（２）その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項 

受入医療機関が速やかに決定しない場合

受入れ不可

受入れ不可

受入れ不可

コーディネーターによる調整

コーディネーター選定の依頼

回答

（例）

一時受入れ・転院

搬送

コーディネーターが
受入医療機関の調
整を行い、その調整
結果に基づき受入れ
を実施

基幹病院による調整

地域の基幹病院が、
地域内で患者受入調
整を行うとともに、自
院での受入れにも努
める

一時受入病院が、応
急的な処置を行い、
その後の治療は必
要に応じて転院先医
療機関で実施 応急的な処置

その後の治療

転院

調整

調整
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① 受入医療機関に関する輪番制等の運用に関する基準 

 

  受入医療機関に関して、輪番制を組むことで、対応する方法がある。

医療機関として、体制を継続的に強化することは困難でも、週に数回で

あれば可能等、それぞれの医療機関の対応能力を考慮し、地域全体とし

て医療機能の確保を行う。救急全般に対応する輪番や、ｔ－ＰＡ療法な

ど、特定の医療機能を継続的に維持するための輪番がある。 

 

  ※ 参考：地域によっては、事前に医療資源の調整を行うため、分類基

準による特定の分類に対し、医療機関リストで名前があがっている医

療機関において、あらかじめ医療機関を調整・確保している。 

   

東京都脳卒中カレンダーより一部改変(実際には医療機関名が入る)  

 

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

Ａ病院 ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ ×

Ｂ病院

Ｃ病院

Ｄ病院

Ｅ病院

Ｆ病院

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

Ａ病院 × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○

Ｂ病院

Ｃ病院

Ｄ病院

Ｅ病院

Ｆ病院

Ｇ病院

Ｈ病院

Ｉ病院

Ｊ病院

※島しょを除く二次保健医療圏別ごとに、圏域別事務局病院等にて関係各医療機関の情報を集約し作成
※都で１２圏域分を集約し、東京消防庁等と東京都脳卒中急性期医療機関（圏域別事務局病院等経由）に通知

  以下、同様に、日勤帯・夜勤帯において、患者の受入が可能か○×で表記

医療機関名

２日 ３日 ４日
（木） （金） （土）

１日
（水）

１５日９日 １０日 １１日 １２日 １３日 １４日
（日） （月） （火） （水）
５日 ６日 ７日 ８日

（月） （火） （水）（木） （金） （土） （日）

８日 １１日 １２日 １３日 １４日 １５日
（金） （土）

４日 ５日 ６日 ７日
（火） （水）

９日 １０日

医療機関名

１日 ２日 ３日
（水） （木）

  以下、同様に、日勤帯・夜勤帯において、患者の受入が可能か○×で表記

（日）（木） （金） （土）（日） （月） （火） （水） （月）

別 ）
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② 医療機関の受入可否情報の提供に関する事項 

 

救急医療情報システムにおける更新頻度に関する運用を実施基準と

して、１日定時２回、当直体制の変更時、手術室がふさがる等の受入

れに重大な影響を及ぼす事態が生じた際の当該情報等、決めておくこ

とができる。 

また、傷病者の搬送及び受入れの実施基準を機能させるべく、表示

項目を傷病者の状況に応じたものにすることが考えられる。 
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 第７号は、第６号までの基準以外に傷病者の搬送及び受入れの実施に関して、

都道府県が必要と認める事項について策定するものである。 

 以下に例を示す。 

 

 ○ 搬送手段の選択に関する基準 

消防防災ヘリやドクターヘリを活用する場合には、基本的に消防機関が

要請を行うこととなる。即ち、ヘリコプターを効果的に活用するためには、

適切なヘリ要請が必要である。そのため、救急車の活用と、ヘリコプター

の活用等と、どちらが傷病者の生命や予後の観点から適当か等、当該地域

においてあらかじめ検討した上で、一定の要請基準を設定することが考え

られる。 

 

○ 災害時における搬送及び受入れの基準  

 災害時、特に多数発生した傷病者に対し、消防機関と医療機関がどのよ

うに連携を図るかについて、傷病者の搬送及び受入れの観点から、実施基

準としてあらかじめ策定しておくことが考えられる。  

第７号（その他基準） 

傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関し都道府県が必要と認め

る事項 
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参考（第１号～第７号の実施基準に関するもの） 

消防法第３５条の５第２項の各号について、以下に概念図としてまとめる。 

傷病者の搬送及び受入れの実施基準概念図 
 

○ 消防機関（救急隊）        ○ 医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※【番号】は、各基準を定めている消防法第３５条の５第２項の各号を示す。 

 

 
【１】第１号（分類基準） 

○ 傷病者の状況に応じた分類の策定 
 

【２】第２号（医療機関リスト） 
  ○ 分類に応じ医療機関の名称を具体的に記載 
 
【３】第３号（観察基準） 
  ○ 傷病者の状況の観察の基準 
 
【４】第４号（選定基準） 
  ○ 医療機関の選定の基準 
 
【５】第５号（伝達基準） 
  ○ 観察に基づいた傷病者の状況の伝達の基準 
 
【６】第６号（合意形成基準、確保基準） 
  ○ 医療機関の選定が困難な場合の対応 
  ○ その他医療機関を確保するための基準 
 
【７】第７号（その他基準） 
  ○ その他必要な基準 

確認（観察） 選定 
医療機関 

リスト 

分類区分の 

設定 

伝達 

（受入照会） 

受入可否 

回答等 

【３】 【４】 【２】 【１】、【２】  

【５】 

受入医療機関が速やかに

決定しない場合の対応 

【６】 

その他 

【６】、【７】 
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３ 協議会について 
 消防法が都道府県に設置を義務づける協議会は、傷病者の搬送及び受入れ

の実施基準を策定又は変更するに当たっての協議や、傷病者の搬送及び受入

れの実施に関する連絡調整を行うためのものであり、消防機関及び医療機関

をはじめ、関係する事業を代表する者がもれなく参画するものでなくてはな

らない。 

協議会の構成メンバーについてそのー例を以下に示す。 

  ① 消防機関の職員 

    ・ 代表消防本部    

    ・ 政令市等大規模消防本部   

    ・ 中～小規模消防本部 

等  

② 医療機関の管理者又はその指定する医師（救命救急センター長等）  

    ・ 救命救急センター、地域中核病院  

    ・ 二次救急医療機関       

    ・ 小児科、産婦人科、精神科等の特に特定の医療機能を有する医療

機関 

等 

   ③ 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者 

   ④ 都道府県の職員  

    ・ 消防防災部局の職員    

    ・ 衛生主管部局の職員    

   ⑤ 学識経験者等（都道府県が必要と認める者） 
                     

   消防機関と医療機関等の間の意見調整や傷病者の搬送及び受入れに関す

る合意の形成を行うことから、こうした関係機関における一定の責任を有す

る者が協議会の構成員となることが望ましいと考えられる。しかし、同時に、

実施基準を現場の実情に即したものとするため、現場の意見を反映させるこ

とも不可欠である。そのための対応として、協議会の構成メンバーに現場の

消防職員や救急医療に携わる医師を加えることや、協議会にこれらの者から

の意見陳述の場を設けること等も考えられる。 



41 

 

４ 傷病者の搬送及び受入れに関する調査・分析について 

 

 ○ 協議会の機能である「実施基準に基づく傷病者の搬送及び傷病者の受入

れの実施に係る連絡調整」（消防法第３５条の８）として、傷病者の搬送

及び受入れの状況についての調査・分析が含まれている。 

 

○ 消防機関が有する搬送に関する情報と、医療機関が有する救急搬送後の

傷病者の転帰情報等をあわせて、その地域での救急の状況を分析すること

が、傷病者の状況に応じた適切な医療を提供するための実施基準の策定と

その見直しを行うために重要である。 

 

○ まず、地域において、どういった傷病者が救急搬送されているのか、ま

た、それらに対応するために、どの程度の医療提供体制が必要なのか、需

要状況を把握する必要がある。その上で、現時点で地域における医療の供

給体制を踏まえ、手術等が出来る体制をどの程度確保しておくべきか等、

データを基に実施基準を検討していく必要がある。 

 

○ また、救急隊の搬送及び処置が適切であったか、そして、医療機関の受

入れは適切であったか、それぞれのデータをもって客観的に把握し、フィ

ードバックさせることで、実際に機能する実施基準にしていく必要がある。 

 

○ さらに、救急隊の搬送と処置と、どちらを優先させることが傷病者の救

命や予後の向上の観点から適切か、また、各地域における消防機関と医療

機関とがどうあるべきか、検討していくことが望ましい。 

 

○ 実施基準を策定し、検証に基づいて実施基準の見直しを行い、より有効

な実施基準を、状況に応じて適宜策定していく必要があるため、少なくと

も、年に一回は調査・分析に基づき、実施基準全体を見直す必要があると

考えられる。  
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（１）地域の取組について 

○ 長崎救急医療白書 

   ・ 地域における患者の発生状況、治療・転帰の状況を明らかにするた

めに救急現場から医療機関へ正確な情報を伝え（プレホスピタルレコ

ード）、治療結果をフィードバック。

 

  

長崎県版検証票 <長崎地域の場合> A) 救急隊用 B) 検証用
C) 医療機関用 D) 返信用

長崎県
医療政策課

長崎市
地域保健課

長崎市
消防局

③ CPA事例の
場合は、ウツタ
イン様式記載

⑥ 一次及び二
次検証

救急搬送時

① 検証票 A) B) C) D) 初診医
初診医

(収容医療機関)

検証医

⑦ 検証票 B)
ウツタイン様式

⑤ 集計

⑧ 集計

④ 記入済み検証票 D) 回収(1週間後)

② 検証票 A) B)

長崎県メディカルコントロール
長崎地域メデイカルコントロール
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長崎市

生 年 M・T・S・H 電 年

月 日 年 月 日 話 齢 歳

□出場場所に同じ 職 性

業 別

傷病者番号

 救急隊の活動に対する医師の意見欄

□検証の必要なし □検証が必要 □要連絡
この欄は、救急隊が現場で行った判断・処置・病院選定に対する意見欄です。

医学的見地から、救急隊に対する意見等があれば記載をお願いします。

歳

※

検証用返信票に関する連絡先

　消防機関では全国レベルで心肺停止傷病者のウツタイン統計に準じた統計を行っています。
　救急現場または搬送途上で発生した心肺停止症例に関し、消防の担当者から１か月後の予後について連絡をさしあ
げる場合があるかと存じますが、その際はご協力をお願い致します。

外 傷

骨 折

そ の 他 １

そ の 他 ２

外傷性頭蓋内出血(２１１)、心・大血管・肺損傷(２１２)、腹部臓器損傷(２１３)

骨盤骨折(２２１)、大腿骨頸部骨折(２２２)、その他骨折(２２９)

重症多発外傷(２３１)、脊髄損傷(２３２)、窒息(２３３)

確

定

診

断

コ

ー

ド

表

脳 疾 患

転院先

内因性疾患コード（疾患名に続く数字が診断コードとなっています）

※　分類困難とは、頭痛・意識消失・胸痛・腹痛・呼吸困難・発熱などをさす。

気管支喘息(１３１)、肺炎(１３２)、COPDの急性増悪(１３３)、その他呼吸器疾患(１３９)

消化管出血(１４１)、穿孔性腹膜炎(１４２)、その他消化器疾患(１４９)

循 環 器 疾患

呼 吸 器 疾患

消 化 器 疾患

そ の 他

熱傷(２４１)、溺水(２４２)、中毒(２４３)、その他外因性疾患(２４９)

※　重症多発外傷とは、命にかかわる臓器損傷を２カ所以上負った外傷をさす。

退 院・転 院・死亡日CPA　　　有 ・ 無

精神科疾患(１５１)、産婦人科疾患(１５２)、分類困難(１５３)、その他内因性疾患(１５９)

脳内出血（１１１)、くも膜下出血(１１２)、脳梗塞(１１３)、その他脳疾患(１１９)

※下記の確定診断コード表に基づき、上欄の「診断コード」に記入をお願いします。

１

週

間

後

の

転

帰
(  　　月　　　日手術）

 確定診断名

―

 医療機関名  医師名

 平成　　　年　　　月　　　日（　　　曜）　　　時　　　分覚知（　　　　　　　） 出場番号

□高次医療機関への転院　　□その他の転院

男・女

消　　　 防
長崎市

医

療

機

関

記

入

欄

切り取り線より上にある出場場所・年齢・性別についてそれぞれ記入をお願いします。

性別

救急隊
本　 部　名

 診断コード

傷病者の年齢

氏　　　 名

傷 病 者
住 所

男

女

（切り取り線）

医療機関からの情報は、長崎県内の救急統計資料に活用させて頂きたく御協力をお願いします。

１―４

出 場 場 所

長崎県版検証用返信票（医療機関から消防への返信用）

 住宅  公衆出入場所  仕事場  

 道路　 その他(　　　　　　　　　)

発生
場所

長崎県メディカルコントロール協議会

長崎地域メディカルコントロール協議会

上記出場場所を市・町・丁目まで記入してください。

（　　　　　　　　　）市・郡　　（　　　　　　　　　）町　　　（　　　　　　　　　）丁目・郷

　　　　月　　　　日

外因性疾患コード（疾患名に続く数字が診断コードとなっています）

急性心筋梗塞(１２１)、狭心症(１２２)、急性大動脈解離(１２３)、その他循環器疾患(１２９)

上記搬送患者について、次の各項目に記入をお願いします。

□外来のみ □入院中 □退院 □外来死亡 □入院死亡

手術： □有 □無

※返信する際は、切り取り線で切り取って御返信下さい。

〒８５０－００３２ 長崎市興善町３番１号

長崎市消防局 警防課 担当：救急救助係

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 大阪府泉州地域の取組 

・ 救急搬送及び医療資源、供給両面での実態を把握し、その上で、内科

（内因性疾患）全般及び吐下血・脳卒中について緊急の対応が必要と判

断し、体制を構築。 

・ 救急搬送の実態調査により、二次救急告示医療機関に患者が集中し過

度の負担となっていることや、特に吐下血・脳卒中等の特定の疾患につ

いて搬送先の選定に難渋する実態を把握。また、特定の疾患については

従来の固定通年制に加えて当番制の導入が必要との認識に立ち、各医療

機関における提供可能な診療内容について調査を行っている。 
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○ 調査・分析における傷病者の情報の取扱いについて 

 

（１）傷病者に関する情報の取扱いについては、「事後検証における患者に関

する情報の取扱いについて」（平成１７年３月３１日付け医政指発第

0331005 号・消防救第９７号）及び「医療機関に搬送した傷病者に関す

る情報について」（平成１７年３月３１日付け消防救第９５号）等におい

て整理されており、以下のように考えられる。 

 

① 調査・分析のために、個人情報の保護に関する法律第２条第３項に規

定する「個人情報取扱事業者」に該当する医療機関が保有する患者に関

する情報を関係行政機関に提供する場合は、同法第２３条第１項第３号

及び第４号に該当すると考えられること。 

 

② 調査・分析のために、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律第２条第１項に規定する「行政機関」に該当する医療機関が保有する

患者に関する情報を関係行政機関に提供する場合は、同法第８条第２項

第３号に該当すると考えられること。 

 

③ 調査・分析のために、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関

する法律第２条第１項に規定する「独立行政法人等」に該当する医療機

関が保有する患者に関する情報を関係行政機関に提供する場合は、同法

第９条第２項第３号に該当すると考えられること。 

 

④ 調査・分析において、関係行政機関が、医療機関の保有する患者に

関する情報を公表するに当たっては、傷病者を特定できないよう匿名化

する等により、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

第２条第１項、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５８号）第２条第２項及び独立行政法人等の保有する個人
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情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第２項に規

定する「個人情報」に該当しない範囲内の情報にとどめること。 

 

（２）氏名、生年月日、住所等を消去することで個人情報を匿名化すること

等については、医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイドライン（厚生労働省・平成１６年１２月２４日（平成１

８年４月２１日改正））のⅡの２．「個人情報の匿名化」等を参考にする

こと。 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/kojin/dl/170805-11a.pdf 

  

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/kojin/dl/170805-11a.pdf�
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５ 都道府県間の調整について 

 

○ 傷病者の状況に応じた適切な医療機関について、都道府県で確保してい

くことが原則ではあるが、医療資源の状況等によっては、都道府県を超え

て広域的な対応が必要となることが考えられる。 

 

○ また、医療計画においても、都道府県は、当該都道府県の境界周辺の地

域における医療の需給の実情に照らし必要があると認めるときは、関係都

道府県と連絡調整を行うものとされている。 

 

○ 例えば、佐賀県は、救命救急センターへの搬送において、福岡県や長崎

県等と連携し対応を行っている。 

 

・ 参考：佐賀県保健医療計画（平成２０年４月） 
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○ 都道府県を越えた搬送については、隣接都道府県及び隣接都道府県の医

療機関と連携し、以下の方法を調整することが考えられる。 

 

① 医療機関リストに、隣接都道府県の医療機関をリストアップする方法 

 

② 受入医療機関選定困難事案発生時等、医療機関を確保できない場合の

対応として、隣接都道府県の医療機関を合意形成基準において位置づけ

る方法 

 

 

○ 備考 

 

  ・ 中部地区では、メディカルコントロール協議会相互の情報の共有を図

り、より効率的に高度なメディカルコントロール体制を構築するため、

中部地方メディカルコントロール協議会連絡会を開催している。 

 

  ・ 複数の都道府県にまたがる形でメディカルコントロール協議会等を運

用している地域もあり、そうした実情を踏まえた上で、都道府県は都道

府間の調整を行うことが重要である。 
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参考（都道府県間の調整に関するもの） 

 

【消防法一部改正法案採決時に付された附帯決議】 

 ○ 衆議院総務委員会（平成２１年４月１７日）（抄）  

  ・ 大都市圏を中心に救急搬送が広域的に行われている現状にかんがみ、都道府県が策

定する実施基準が都道府県の区域を越えた広域的な連携に十分配慮した実効的なもの

となるよう、必要に応じ、情報の提供、助言、その他の援助を通じ、都道府県間の調

整を図ること。  

 ○ 参議院総務委員会（平成２1年４月２３日）（抄）  

  ・ 大都市圏を中心に救急搬送が広域的に行われている現状にかんがみ、都道府県が策

定する実施基準については、都道府県間の調整が図られ、区域を越えた広域的な連携

に十分配慮した、実効的なものとなるよう、必要に応じ、情報の共有、助言、その他

の援助を行うこと。  

 

【医療計画】 

 「医療法」（昭和２３年第２０５号）（抄）  

 ○ 第３０条の４第９項  

   都道府県は、医療計画を作成するに当たつて、当該都道府県の境界周辺の地域におけ

る医療の需給の実情に照らし必要があると認めるときは、関係都道府県と連絡調整を行

うものとする。  

 

 「医療提供体制の確保に関する基本方針」（厚生労働省告示）（抄）   

 ○ 救急医療において、高度救命救急センターを医療計画に明示する場合  

  ・ 広域的に対応する隣接都道府県のセンターを医療計画に記載することも可能  

 ○ 周産期医療  

  ・ 周産期医療体制の整備を進める中で、隣接都道府県との連携体制を必要に応じて確

保することや救急医療との連携体制を確保することが重要  

 ○ 救急医療や災害時における医療  

  ・ 患者の緊急度、重症度等に応じた適切な対応が求められるため、救急用自動車はも
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とより、ドクターカー、ヘリコプター（ドクターヘリ、消防防災ヘリ等）等の搬送手

段を活用することにより救急医療の確保を図ることが重要  

 

【ドクターヘリ】 

 「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法」 （平成１９年法

律第１０３号）（抄）  

 ○ 第５条  (略)  

   ２ 都道府県は、前項の場合において、救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療が、

隣接し又は近接する都道府県にまたがって確保される必要があると認めるときは、

あらかじめ、当該都道府県と連絡調整を行うものとする。  
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